
 

 

 

 

 

 

 

（提供書面） 
 

事 業 報 告 

平成20年４月１日から 
平成21年３月31日まで 

 

１．会 社 の 現 況 

(1) 当事業年度の事業の状況 

① 事業の経過および成果 

当事業年度におけるわが国経済は、米国金融危機を発端とする世界的な

景気減速の影響を受け、設備投資の減少や個人消費の冷え込みにより景気

の後退がより鮮明になりました。 

化学業界におきましても、原燃料価格の変動に加え経済不況による急速

な需要の減少により、厳しい事業環境となりました。 

このような状況のもと、当社は、新たな3ヵ年の中期経営計画の初年度

として、「戦略商品」や「環境保全商品」の拡販に努めてまいりました。

また、欧州事業の拠点としてデュッセルドルフに連絡事務所の開設を行う

など、新規分野の開拓に努めてまいりました。しかしながら、一部商材を

除く広い範囲で、とくに後半にかけて大幅な需要減退の影響を受けること

となり減収減益を余儀なくされました。 

その結果、当事業年度の売上高は437億7千5百万円（前年度比66億1千万

円減収）、営業利益は2億2千5百万円（前年度比3億円減益）、経常利益は

2億9千8百万円（前年度比2億4千6百万円減益）、当期純利益は1億2千9百

万円（前年度比1億7千3百万円の減益）となりました。 

【化学品部門】 

無機薬品は、後半に所謂世界同時不況の影響を受けましたが、各製品の

値上げが相次ぎ前期に比べ増収となりました。 

有機薬品は、農医薬向け原料は比較的好調に推移しましたが後半の市況

下落により若干の減収となりました。 

ウレタン原料は、自動車産業の低迷等による需要の急速な冷えこみに加

えて、海外市況の下落と、円高により大幅な減収となりました。 

一方、感熱染料や顕色剤は、国内競争激化により大幅な減収となりまし

たが、蛍光染料は販売価格の上方修正により増収となりました。 

その結果、化学品部門の売上高は、前期を３８億２千１百万円下回り、

２２６億５千７百万円となりました。 

 



 

 

 

 

 

 

 

【機能製品部門】 

飼料添加物は、メチオニン、リジンなどが堅調に推移したため増収とな

りました。 

冷熱媒関連のナイブラインは、新規大型物件の減少により減収となりま

した。 

環境関連商品では、輸出用の塩素系殺菌剤の出荷が低調となり減収とな

りました。 

その結果、機能製品部門の売上高は、前期を4千2百万下回り、60億3千1

百万円となりました。 

【合成樹脂部門】 

樹脂原料は、後半に入りナフサ価格の下落から製品価格の値下げが続き

低調に推移し減収となりました。 

樹脂製品は、自動車産業の稼働低迷の影響を受け減収となりました。 

その結果、合成樹脂部門の売上高は、前期を6億2千2百万下回り、38億3

千万円となりました。 

【産業機器・装置部門】 

半導体関連では、韓国・台湾向けのオゾン水発生装置が市場低迷を受け

大幅に減収となりました。 

機械・装置においても、射出成型機などの出荷が低迷し減収となりまし

た。 

ＦＲＰは、産業用セラミックスが増収となりましたが、半導体関連のＦ

ＲＰ製品の受注に苦戦し減収となりました。 

その結果、産業機器・装置部門の売上高は、前期を１０億９千９百万円

下回り、１８億８千９百万円となりました。 

【建設関連製品部門】 

防水材料、断熱材がそれぞれ、建築不況の影響を受け減収となりました。 

土木資材は、マンホール更生工法（ＭＬＲ）の受注が好調に推移し、増

収となりました。 

その結果、建設関連製品部門の売上高は、前期を2億5千7百万下回り、44

億9千1百万円となりました。 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

【その他部門】 

非鉄金属では、地金価格の下落と需要家の在庫調整の影響を受け大幅な

減収となりました。 

その他、新築集合住宅向け資材分野は増収となりました。 

その結果、その他部門の売上高は、前期を7億6千7百万下回り、48億7千5

百万円となりました。 

 

② 設 備 投 資 の 状 況 
 特記すべき事項はありません。 

③ 資 金 調 達 の 状 況 

 特記すべき事項はありません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

(2) 直前３事業年度の財産および損益の状況 

期別 
区分 

第 98 期 
平成17年度 

第 99 期 
平成18年度 

第 100 期 
平成19年度 

第 101 期 
（当期） 
平成20年度 

売 上 高(千円) 45,242,383 46,848,861 50,385,388 43,775,222 

経 常 利 益(千円) 517,860 538,725 545,177 298,535 

当期 純利益(千円) 234,747 310,735 303,270 129,438 

１ 株 当 た り
当 期 純 利 益

(円) 36.11 47.80 46.66 19.91 

総 資 産(千円) 18,566,043 20,754,457 19,206,493 14,962,161 

純 資 産(千円) 3,330,000 3,464,815 3,352,277 3,193,452 

（注）１．第99期より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計

基準第５号 平成17年12月９日）および「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号 平成17年12月９

日）を適用しております。 

２．第98期の状況につきましては、企業の収益構造の改善による設備投資の増加、

個人消費の回復の兆し等に加え、重点戦略分野の販売強化、有機合成化学品の

輸入拡大、ｗｅｂ取引拡大等の事務の効率化により、経常利益は前期比３千９

百万円の増益となりました。 

第99期の状況につきましては、好調な企業収益を背景に設備投資と雇用環境の

改善などに加え、戦略商品や環境保全商品の積極的な取組みにより、経常利益

は前期比2千万円の増益となりました。 

第100期の状況につきましては、化学品を中心とした価格高騰や国内外の旺盛

な需要に支えられたことで業績はほぼ順調に推移し、経常利益は前期比６百万

円の増益となりました。 

第101期の状況につきましては、前記の「(1) 当事業年度の事業の状況」に記載

のとおりであります。 

 

(3) 重要な親会社および子会社の状況 

① 親 会 社 と の 関 係 

 当社の親会社は日本曹達株式会社（資本金291億６千６百万円）であり、

同社は当社の株式を56.92％保有しており、当社は親会社を中核とする関

係会社の製品の販売ならびに原材料の納入などを行っております。 

 

② 重要な子会社の状況 

    当社の経営に重大な影響をおよぼす重要な子会社はありません。 

 



 

 

 

 

 

 

 

(4) 対処すべき課題 

平成21年度の事業環境は、前年度に引き続き厳しい状況が継続するものと

思われます。 

当社は、平成20年度から3ヵ年の新たな中期経営計画に取り組んでおり、

基盤事業のより一層の充実、グローバルな事業展開を強化するとともに第三

世代として位置づけられる各種事業の積極的な展開をはかることを重要課題

としております。今回の経済環境の変化に対しても、社員一人ひとりがその

役割と変化への対応を迅速、機敏に行い、収益力と成長力を維持・向上させ

ることに注力してまいります。 

また、内部統制に則した経営の効率化・適正化施策の推進、コンプライア

ンスの遵守、環境保全活動を通じた社会貢献活動と強固な経営基盤の確立を

目指してまいります。 

株主の皆様におかれましては、今後とも格別のご理解とご支援を賜ります

ようお願い申しあげます。 



（単位：千円）

13,161,025 11,134,178

513,707 1,015,414

3,599,555 8,339,656

8,059,352 1,400,000

784,350 21,165

46,370 23,993

374 65,788

229 70,118

81,791 23,378

88,160 174,368

△ 12,868 295

1,801,136 634,530

195,790 28,215

49,250 62,190

4,095 480,274

3,204 63,850

40,847 11,768,708

49,483

48,909 3,082,551

51,061 401,165

51,061 100,800

1,554,283 100,800

1,061,405 2,580,586

103,179 89,500

70,248 2,491,086

15,750 1,900,000

63,093 591,086

190,545 110,901

74,174 111,078

△ 24,113 △ 177

3,193,452

14,962,161 14,962,161

（注） 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

流 動 負 債

固 定 負 債

未 払 費 用

前 受 金

預 り 金

支 払 手 形

賞 与 引 当 金

そ の 他 の 流 動 負 債

貸　　借　　対　　照　　表
（平成２１年３月３１日現在）

資　　　産　　　の　　　部

科　　　　　目 金　　　　　額科　　　　　目

負　　　債 　  の 　  部

買 掛 金

短 期 借 入 金

未 払 金

リ ー ス 債 務

貸 倒 引 当 金

関 係 会 社 株 式

関 係 会 社 出 資 金

長 期 貸 付 金

前 払 年 金 費 用

資 産 合 計

受 取 手 形

売 掛 金

前 渡 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他 の 流 動 資 産

貸 倒 引 当 金

機 械 及 び 装 置

工 具 器 具 備 品

土 地

金　　　　　額

株 主 資 本

資 本 金

有 形 固 定 資 産

固 定 資 産

建 物

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

商 品

構 築 物

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益

純 資 産 合 計

負 債 ・ 純 資 産 合 計

そ の 他 利 益 剰 余 金

別 途 積 立 金

繰 越 利 益 剰 余 金

評 価 ・ 換 算 差 額 等

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

その他有価証券評価差額金

資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金

利 益 剰 余 金

利 益 準 備 金

長 期 預 ヶ 入 保 証 金

そ の 他 の 投 資

前 払 費 用

未 収 収 益

リ ー ス 債 務

ソ フ ト ウ エ ア

リ ー ス 資 産

無 形 固 定 資 産

負 債 合 計

純   資   産   の   部

繰 延 税 金 負 債

預 り 保 証 金

１



　　　　　　（単位：千円）

43,775,222

40,856,687

2,918,535

2,693,381

225,153

53,269

39,881 93,151

19,146

622 19,769

298,535

46,280

3,700 49,980

248,555

111,000

8,116 119,116

129,438

（注） 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益

特 別 損 失

投 資 有 価 証 券 評 価 損

ゴ ル フ 等 利 用 権 評 価 損

税 引 前 当 期 純 利 益

営 業 外 費 用

支 払 利 息

そ の 他

経 常 利 益

営 業 利 益

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金

そ の 他

売 上 高

売 上 原 価

売 上 総 利 益

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

損　益　計　算　書

平成20年４月１日から
平成21年３月31日まで

科　　　　　　　　　　　目 金　　　　　　　　　　　　　　額

２



（単位：千円）

資本剰余金

別途積立金
繰越利益
剰余金

401,165 100,800 89,500 1,700,000 726,647 2,516,147 3,018,112

剰 余 金 の 配 当 △ 65,000 △ 65,000 △ 65,000

別 途 積 立 金 の 積 立 200,000 △ 200,000 － －

当 期 純 利 益 129,438 129,438 129,438

株主資本以外の項目
の当期変動額（純額）

200,000 △ 135,561 64,438 64,438

401,165 100,800 89,500 1,900,000 591,086 2,580,586 3,082,551

335,196 △ 1,031 334,164 3,352,277

剰 余 金 の 配 当 △ 65,000

別 途 積 立 金 の 積 立 －

当 期 純 利 益 129,438

株主資本以外の項目
の当期変動額（純額）

△ 224,118 854 △ 223,263 △ 223,263

△ 224,118 854 △ 223,263 △ 158,824

111,078 △ 177 110,901 3,193,452

株主資本等変動計算書

（自平成20年4月1日　至平成21年3月31日）

株主資本

資本金

利益剰余金
株主資本

合計資本準備金 利益準備金
その他利益剰余金 利益剰余金

合計

平 成 ２ ０ 年 ３ 月 ３ １ 日
残 高

事 業 年 度 中 の 変 動 額

当事業年度中の変動額
合 計

平 成 ２ １ 年 ３ 月 ３ １ 日
残 高

評価・換算差額等

純資産合計その他
有価証券

評価差額金

繰延
ヘッジ
損益

評価・換算
差額等合計

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

平 成 ２ ０ 年 ３ 月 ３ １ 日
残 高

事 業 年 度 中 の 変 動 額

当事業年度中の変動額
合 計

平 成 ２ １ 年 ３ 月 ３ １ 日
残 高

３



（１）
子会社株式及び関連会社株式　　・・・・・・・・・・・・・移動平均法による原価法
その他有価証券

市場価格のあるもの　　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

市場価格のないもの　　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
（２）

通常の販売目的で保有する棚卸資産

　

（１）

（２）

（３） リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

（１）

（２）

（３）
役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。

（１）

（２）

１－５重要な会計方針の変更
（１） 棚卸資産の評価基準及び評価方法

（２） リース取引に関する会計基準等の適用

（１）

47,082 千円

無形固定資産

主として個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方
法により算定）

１－２固定資産の減価償却の方法
有形固定資産（リース資産を除く）

定率法（ただし、平成10年4月1日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）については
定額法）を採用しております。

期末日の市場価格等に基づく時価法（評
価差額は全部純資産直入法により処理
し、売却原価は移動平均法により算定）

移動平均法による原価法
棚卸資産の評価基準及び評価方法

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
1－１資産の評価基準及び評価方法

有価証券の評価基準及び評価方法

定額法（なお、ソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額
法）を採用しております。

１－３引当金の計上基準
貸倒引当金

売上債権、貸付金等の債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸
倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回
収不能見込額を計上しております。

賞与引当金

役員退職慰労引当金

１－４その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
ヘッジ会計の処理

原則として繰延ヘッジ処理によっております。
消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

２．貸借対照表に関する注記
２－１担保に供している資産及び担保に係る債務

担保に供している資産

「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第9号 平成18年7月5日）が適用さ
れたことに伴い、当事業年度から同会計基準を適用しております。

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃貸借取引に係る方法に準じ
た会計処理によっておりましたが、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号
（平成5年6月17日（企業会計審議会第一部会）、平成19年3月30日改正））及び「リース取
引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第16号（平成6年1月18日（日
本公認会計士協会会計制度委員会）、平成19年3月30日改正））が適用されたことに伴い、
当事業年度からこれらの会計基準等を適用し、通常の売買取引に係る会計処理によって
おります。

なお、この変更による営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益に与える影響
は、軽微であります。

　なお、この変更による損益への影響はありません。

投資有価証券

個別注記表

従業員（使用人兼務役員を含む）の賞与支給に備えるため支給見込額基準により計上し
ております。

４－1



（２）

118,854 千円

12,826 千円

131,680 千円

148,388 千円

41,134 千円

66,195 千円

78,709 千円

51,991 千円

386,419 千円

898,250 千円

2,978,596 千円

4,208,630 千円

11,969,883 千円

71,792 千円

6,500,000 株

（１）

株式の種類 普通株式

65,000 千円

10 円

（２）

株式の種類 普通株式

52,000 千円
8 円

５．税効果会計に関する注記
繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
賞与引当金繰入超過額 69,747 千円
役員退職慰労引当金繰入超過額 25,540 千円
未払事業税 12,044 千円
その他 59,148 千円

繰延税金資産小計 166,479 千円
評価性引当額 △ 47,706 千円
繰延税金資産合計 118,773 千円
繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △ 74,052 千円
その他 △ 25,119 千円

繰延税金負債合計 △ 99,171 千円
繰延税金資産の純額 19,601 千円

491  円       30 銭

19  円       91 銭

計
２－２有形固定資産の減価償却累計額

建物減価償却累計額

担保に係る債務
買掛金
支払手形

構築物減価償却累計額
機械及び装置減価償却累計額
工具・器具・備品減価償却累計額

計
リース資産減価償却累計額

関係会社との取引高
営業取引による取引高

売上高

２－３関係会社に対する金銭債権及び金銭債務
短期金銭債権
短期金銭債務

３．損益計算書に関する注記

４－２配当に関する事項
配当金支払額

仕入高

普通株式

営業取引以外の取引による取引高

４．株主資本等変動計算書に関する注記
４－１当該事業年度の末日における発行済株式の数

平成21年3月31日
平成21年6月29日

平成20年6月30日の定時株主総会において、次のとおり決議しています。

配当金の総額
１株当たり配当額
基準日
効力発生日
基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの
平成21年6月29日開催の定時株主総会において、次のとおり決議を予定しています。

平成20年3月31日

効力発生日

平成20年6月30日

１株当たり当期純利益

６．１株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額

配当金の総額
１株当たり配当額
基準日

４－2


